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今後の日本の沿岸域管理に関する研究

日本沿岸域学会2000年アピールの理論的分析と評価

New directions in Japan's coastal zone management: A theoretical review of a 

millennium appeal proposed by the Japanese Association for Coastal Zone Studies 

敷田麻実*横内憲久**

Asami SHIKIDA Norihisa YOKOUCHl 

The Japanese Association for Coastal Zone Studies proposed a newly drafted mi11ennium appeal in 2000. It wished 

to establish a co出talzone management framework by out1ining a desirable future coastal zone management plan in 

Japan.百leappeal was one ofthe major milestones for Japan' s coastal zone management history because the association 

consisted of a wide variety of scholars and practitioners interested in coastal zone studies.百lisresearch review巳dthe 

appeal in order to evaluate the accomplishments and characteristics of the appea1. The results of this study c1early 

indicated that the appeal adopted the latest research developments from the intemational coastal zone management 

community. It was also suggested that the appeal could be a unique advisory opinion for Japan' s coastal community and 

associated authorities. 

Keywords : millennium appeal， coas凶 zonemanagement 
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1 .はじめに

沿岸域管理は、 Clark1)やKayand Alder 21などの

定義に見られるように「沿岸域の環境と生態系の

持続可能な利用を進めるための総合的プランニン

グ」である。国連環境と開発会議の「アジェンダ

2Ijでも沿岸域の持続的管理の必要性は認められ

(第17章のAで「沿岸域の統合的管理jに言及)、

利用の輯鞍と拡大による環境悪化によって、沿岸

域の持続可能な利用の実現が危機に瀕している現

在、沿岸域管理は有効な解決策となると期待され

ている。

米国はじめ3)、オーストラリア4)51、南アフリカ6)

* 正会員 金沢工業大学環境システム工学科
(干921-8501石川県野々市町扇が正7・1)

料正会員 日本大学理工学部

(干274-8501船橋市習志野台7-24・1)

などの先進地でも沿岸域管理の重要性は早くから

認識され、特に米国では沿岸域で実際にそれが進

められてきた九

囲内でもその必要性は1980年代から主張されて

おり g)91、第4次全国総合開発計画の中で、国が沿

岸域利用の基本理念や計画作りの指針を示すこと

を決めている 10)。また最近では、 1998年策定の

121世紀の国土のグランドデザイン(し、わゆる五全

総)Jでも「沿岸域圏jという概念を設定し、沿

岸域管理の意義を強調している 111。

一方、日本沿岸域学会では、 21世紀の日本の沿

岸域のあるべき姿を示し、沿岸域の利用と保全の

新しい指針を提案するために「日本沿岸域学会・

2000年アピールー沿岸域の持続的な利用と環境保

全のための提言-J 121 (日本沿岸域学会2000年ア
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ピール委員会作成、以下 f2000年アピールJ)を 理の重要な要素であると言われているからであ

発表した。多分野の委員から成るf2000年アピー るげ)。

ル委員会Jの委員によって1999年6月から17か月を また2000年アピールは、沿岸域全体を一元的に

かけて検討された2000年アピールは、日本の沿岸 管理するために沿岸域総合管理法を制定する、と

域に関する研究や実践に関しての知見を集めたー 述べている。つまりアピールでは、管理者が別々

つの「知的創造」である。そのため、その内容を に分割管理している日本の沿岸域の管理を改組

現在の沿岸域研究や実践と比較しながら検証・評 し、一元的に管理することを想定している。分割

価することは、日本の沿岸域管理の発展を促進す 管理による問題は繰り返し指摘されているし山悦ど、

る上で重要なことだと考えられる。そこで本研究 「分立システム」が部分の最適化に終始し、全体

では、沿岸域管理に関する現在の知見から2000年 の最適化につながらないことは、同様な一元的管

アピールを理論的に評価し、どのようなモデルに 理が必要な流域の管理でも指摘されている2九

よってこのアピールが形成されているか検討する た沿岸域の総合的管理は水平方向と垂直方向の統

ことを目的とした。 合21)であるが、少なくとも水平方向の一元化が実

また、最近その重要性が指摘されている「生態 現しないことには、沿岸域の生態系や環境を一体

系管理(エコシステムマネジメント)Jの視点から、 として保全することはできない。こうした水平と

2000年アピールの可能性と今後の日本の沿岸域管 垂直方向の統合の重要性は、「優れた環境法J22) 

理の課題も指摘した。 として紹介されているニュージーランドの資源管

理法 (ResourceManagement Act)でも示されてい

2.アピールの理論的検証 る23)

(1) 2000年アピールの沿岸域総合管理とは ところで、沿岸域管理は管理の各ステップで不

沿岸域管理とは、開発と管理手段・環境保全を 確実性が多く 24)、計画樹立の際に管理に必要なす
'zh r 

融合するための制度や法的フレームワークの作成 べてのデータが集められるとは限らない。そこで

とされているl九そしてそれは沿岸域の持続可能 存在するデータだけで政策を決定する必要性があ

な利用と利用者間の車L際を緩和するための方策で る。また特に海域では、たとえデータがそろって

もあるヘまたClarkは「陸域と海域を併せた計画 も予測不可能な要素も多い。そこにある程度予測

と資源管理で沿岸域の保護を図る」ことが沿岸域 可能な陸上のシステムを適用すれば大きな問題を

管理である述べているl九 引き起こすことはCostanza， Kemp and Boyntonが指

この2000年アピールでは、こうした指摘にある 摘しているZ九このような点から、想定する沿岸

ように、開発と環境保全・管理手段を沿岸域総合 域管理の仕組みは不確実性に耐えうるものである

管理計画によって総合的に管理することで実現す 必要がある。 2000年アピールでは、その管理が

る仕組みを提案している。これはGubbayが述べた 「沿岸域の特性に応じた」ものと明確にし、陸域

「管理計画を通した合意形成jω に、沿岸域での の管理をそのまま持ち込むのではないとしている。

問題解決を求めるやり方である。このように、沿 さらに2000年アピ}ルでは管理の名称、を「沿岸

岸域総合管理法に基づく沿岸域総合管理計画を沿 域総合管理」としているが、それには沿岸域に関

岸域管理の中心に据えた手法は評価できる。沿岸 わる海岸法・河川法・港湾法など、既存の主要法

域管理計画を作成することは、成功する沿岸域管 令による管理をより総合的にしたという意味が含
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まれている。総合的沿岸域管理や沿岸域総合管理

(その際には、 ICZM，Integrヨtedcoas凶却nemanage-

mentであった)に用語を統一することは1989年に

国際会議でも合意されている26)ので、今回の使用

は適切であると思われる。

(2) 2000年アピールの理念と目的・目標

2000年アピールは「沿岸域の環境保全・改善・

回復を基調として、そのなかでの利用・整備を総

合的に管理し、沿岸域の資源や環境を賢明に活用

し、沿岸域を持続的に利用する」ことを目的にし

ている。ここで、沿岸域環境の利用を管理の対象

としたことは、最近注目されている環境管理手段

である生態系管理で、人間を生態系の一部と考え

ていることと一致する。

そして2000年アピールの理念の中で、沿岸域の

持続可能な利用を実現することを明確にした。こ

のように環境に過大な負荷を与えずに、持続可能

な沿岸域利用を実現する沿岸域管理は、敷田がそ

のモデデ、ルを示している2初7引]

また2却O∞OωO年アピ一ルは、目的より上位の概念と
して「理念jを示している。そこでは沿岸域を国

民全体の共有財産と位置づけ、国民すべてが沿岸

域環境の恩恵を享受し、一人ひとりが沿岸域を利

用する平等な機会を有することを強調している。

このような理念と目的・目標、そしてその実現手

段を階層的に示すことは、沿岸域管理のフレーム

ワーク作成に関してよく採用される方法である2810

理念の中で、沿岸域へのアクセス機会を保証し

ていることは、米国の沿岸域管理法 (CoastalZone 

Management Act 1972)が他に先駆けてパブリック

アクセスの充実を示したのと同様で、あるが29)、海

岸線へのアクセス確保が不十分である日本の沿岸

域では特に重要である。

次に、 2000年アピールでは国家レベルの目標に

ついて記述しているが、特に重要な点は、 2000年

3 

現在の自然海岸の保全を最優先し、新たな埋立・

干拓は原則的に禁止したことである。自然海岸の

改変とそれに付随する藻場や干潟の破壊は日本の

沿岸域の深刻な問題である。この点をはっきり宣

言したことは評価できる。

(3) 2000年アピールの背景

2000年アピールでは、アピール策定の前提とし

て、第lに無差別な沿岸域利用の進行による沿岸

域環境の破壊、第2に利用者増加に伴う環境容量

オーバ一、第3に現状の沿岸域の管理システムの

複雑さや一元的管理の不在、第4に沿岸域の環境

保全に対する社会の共通認識化などの点をあげて

いる。いずれも最近重ねて指摘されている沿岸域

の重要課題である。

第1の沿岸域の破壊や利用の輯鞍については、

まず沿岸域への人口集中である。世界では36億人

が海岸線から150km以内に居住するが30)、米国で

は国土の10%にしか過ぎない沿岸域に人口の50%

が集中し31)、日本では海岸線を持つ市町村に人口

の47%が集中している3九

さらに諌早湾に代表されるような沿岸域環境の

破壊は著しく、自然海岸の減少が指摘されてい

る到 34)など。こうした改変の主な原因は埋立であり、

戦後だけで145，000haJ:J上の海面を国内で埋め立て

ているお)な暗照。また海岸保全施設の設置や道路護

岸の影響も大きい。さらに戦後だけで30，000haの

干潟を失い、藻場の消失とあわせて浅海生態系の

破壊は著しい。ヨーロッパでは、自然環境を開発

で失い、その喪失感が環境問題を考えさせる契機

となったが36)、沿岸域環境の改変は不可逆的であ

ることが多く、失ってから価値を見いだしても手

遅れとなる。特に、ひとたび美しい自然が失われ

ると、「それを美しいと感ずる人の心も失われ

るJ37)ので、その貴重さを評価することすらでき

なくなる可能性が高い。
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背景の第2については、特に海洋性レクリエー

ションなどの非産業的利用の顕著な増加が指摘さ

れている。利用者の増加と共に競合が起きる頻度

も高くなっていると言われている。またその結果、

過密な利用によって沿岸域の利用効率も低下して

いる。

さらに背景の3番目では、一元的管理の欠如が

指摘されている。沿岸域管理の実現のためには、

行政機構の壁を越えて海域での多様な活動をコン

トロールする一元的管理組織が必要であると

Kenchingtonが強調している 3九そして従来型の分

割管理ではなく、こうした「近代的」ルールによ

る新たな沿岸域管理は、北見によって国内でも必

要性が主張されている3910

4番目の沿岸域環境の保全が社会で支持されて

きていることは、藤前干潟の埋立反対の経緯など

が示している。このような沿岸域の重要性に対す

る社会的な認知が沿岸域管理実現につながること

は、日本以外の国の例でよく指摘されている。

例えば米国では、優れた沿岸域環境を事受した

いという要望が1960年代に高まったために、かえ

って沿岸域の人口が増加し、発電所・港湾建設と

あわせて、人々に危機感をもたらした。しかしそ

れだけではなしその関心を沿岸域環境の保全に

具体化したいという意思から、米国の沿岸域管理

法の制定にまで至ったとする分析が示されてい

る40)。また同法では、 importanteco1ogical， cultural， 

historical and aesthetic valueの保全が繰り返し強調さ

れている 41)。この点では、沿岸域への関心は興味

ではなく、沿岸域の価値をより広く認めてきた結

果だと考えられる。カリフォルニア州の沿岸域管

理でも同様な指摘がされているω。

一方アジアでは、隣国の韓国が1998年に沿岸管

理法 (CoastalManagement Act)を制定したが、そ

れは短期間で実現したのではなく、そこに至るま

でには沿岸域に関する議論の高まりや社会的な支

敷田・横内:

持があったと言われている相)。

以上のように、沿岸域の危機からその価値に

人々が気づき、沿岸域の価値認識が拡大し、結果

的に有効な対策につながることは、 Leeが指摘す

る判)ように「社会的な学習過程」と考えられる。

(4)沿岸域の範囲について

第3次全国総合開発計画では、「陸域と海域を一

体としてとらえて沿岸域とするJことが提唱され

たが、それ以降、沿岸域の範囲が明確に定義され

たことはほとんどなかった。

しかし沿岸域学会の2000年アピールでは、沿岸

域管理の対象とする範囲を「海域においては海岸

線から領海までとし、陸域は海岸線から海岸線を

有する市町村の行政区域、および必要な場合はそ

の沿岸域に大きな影響を与える河川流域の範囲を

最大として、当該沿岸域の地域特性に応じて決定

する」と明確に定義している。この定義は、陸域

の範囲を市町村の行政区域としたことで、沿岸域

管理の実施に重点を置いた定義であると考えられ

る。同様な例は、オーストラリアのCSIRO

(Commonwealth Scientific and lndustrial Research 

Organization)の定義「海域での範囲は自国の領海

の範囲とし、陸域についてはその区域を管轄する

市町村の行政区域内としている」に見られる4510

一方、米国の沿岸域管理法では、沿岸域の定義

は「領海内の沿岸水域および沿岸陸地Jである。

また沿岸陸地は「沿岸陸地の管理に必要な範囲ま

でとし、その利用が沿岸水域に直接的影響を及ぼ

す範囲とする」として、範囲の規定はより柔軟で

ある。また海域への影響が大きい範囲を沿岸域の

陸域の範囲とし、影響がない場合は沿岸域から除

外する点で、米国の沿岸域管理は海域の管理が中

心と考えられている46)。

また韓国の沿岸管理法では、海域を領海まで、

陸域は500mから最大でlOOOmまでとしている4九
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ところで2000年アピールでは、定義した沿岸域

をさらに3つに区分し、沿岸域の特性が最も高く、

生態学的にも重要な海岸線から100mまでの陸域

から水深20mまでの海域を「コアエリア」とした。

そして利用頻度の高いこの範囲を環境保全に関す

る優先度が最も高い区域と認めている。このよう

な沿岸域の区分はスペインのSpanishCoastal 

Act( 1998)に見られる。同法の規定にはMTPZ

(Maritime-terrestrisal public zone) と呼ばれる低潮位

線から波浪の及ぶ範囲までの陸上区域があり、そ

の内の海岸線から100mを最も保全を優先する場

所としている制。

2000年アピールでは沿岸域の範囲を明確にした

が、日本ではまだ沿岸域の定義があまねく普及し

ているとは言えない。今後もこうしたアピールを

通じて沿岸域の定義が社会的に認知されるように

努力する必要性は高い。

(5)沿岸域総合管理法の必要性とその内容

米国の沿岸域管理法が政策の方向性(broadpolicy 

guideline)を示すことを目的としているのに対し刷、

2000年アピールでは具体的な管理目標をはじめ、

管理基準、管理計画の要件、沿岸域総合管理計画

の策定、管理主体の権限、管理主体の組織・財政、

管理手法、許認可、罰則、不服申し立てなどにつ

いて沿岸域総合管理法で定めるとしている。この

点で同法は、理念法ではなく実体法である。

また米国の沿岸域管理法には、沿岸域管理で実

現する内容などについての具体的基準の明示はな

いが、これは各州の状況が大きく異なるため州に

判断を任せているからである5九この点では2000

年アピールも同様である。

理想的には強制力の強い沿岸域総合管理法で沿

岸域に関する基準を詳細に規定することが望まし

いが、沿岸域管理計画で明示することも可能であ

る。

5 

しかしより重要なのは、新たな法律を制定する

場合の、既存の沿岸域関連法との整合性である。

実際には日本の沿岸域に関する法令は複雑に入り

組んでおり、「化け物屋敷」と呼ばれているほど

である51)。もっともこれは日本だけのことだけで

はない。イギリスでは関連法が80以上あると言わ

れているなど刻、他国の沿岸域でも関連法は複雑

である。この点について2000年アピールでは、移

行措置として記述している部分以外は明確にして

いないので、実際に法律を準備する際には議論と

なるだろう。

(6)管理主体について

沿岸域の管理は、その主体があって初めて具体

化する。そこで2000年アピールで提案する沿岸域

の総合管理のように、管理主体に一元的な権限を

認める場合には、管理の主役は誰かが重要である。

まず2000年アピールでは、広域と狭域の2種類の

管理主体を定めている。いずれも独立性が高い性

格を持つとされているが、その基本ユニットは狭

域である。

その狭域の管理主体は、市町村またはその連合

体の行政区域に含まれる基本エリア範囲と規定し

ている。これは沿岸集落単位ではなく、その連合

体という点に特徴がある。最近の研究では、この

ような規模の小さい管理ユニットの必要性は認め

られているが53)、2000年アピールのような範囲が

いいのか、沿岸集落の地域コミュニティ単位がい

いのかは議論が分かれるところであろう。新たに

規定した範囲が従来からのものと異なれば問題が

起こる。例えばデンマークではNatureProtection 

Actで、沿岸陸域に幅100m(後lこ300mに拡大)の

Protection zoneが定められたが、自治体と民聞から、

伝統的な自治と対立するという理由で強い反対を

受けているヘ

Beatley et al.は、環境に与える負荷を最小にしな
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がら、高度な沿岸域利用を実現するSustainable

∞ぉtalcommunityの考えを提起しているがll)、さま

ざまな沿岸域利用者の参加によって地域に密着し

た日常的管理を行う、このような管理主体がまさ

に「沿岸域コミュニティ」である。

2000年アピールでは特に、従来は沿岸域管理に

参加できなかったレクリエーションなどの非産業

的利用者の管理への参加を制度的に保証した点が

特徴である。この点では地域住民による管理を優

先しながら、地域外から来る利用者の参加の可能

性も残した。これは最近の沿岸域利用の動向を反

映している。

ところで2000年アピールでは、狭域管理主体は

非営利法人であるとされている。それを「管理の

プロJであり、財政的にも組織的にも充実してい

る市町村などの地方自治体にする考えも一方であ

ると思われる。しかし管理権限や手法が規定され

れば、自治体にこだわらなくても良いと思われる。

むしろ、狭域管理主体の場合には、そこを利用す

る利用者が管理主体になることが望ましい。つま

り、沿岸域を利用する利用者が、利用に関するル

ールや計画(沿岸域管理計画)を作り、自分たち

の沿岸域を自ら管理する仕組みである。この場合

の利用者には、産業として利用する漁業者や海運

業者以外に、海洋性レクリエーションを楽しむ非

産業的利用者も含まれることは言うまでもない。

2000年アピールで示している「利用する権利の拡

大」は、産業的な利用を優先させている現在の日

本の沿岸域の管理では対応しきれない。新たな管

理の仕組みの創出が求められるゆえんである

もちろんその際には、沿岸域に生活を依存した

り、沿岸域がないと生活が成り立たない利用者に

は優先権が与えられるべきである。しかし重要な

のは、単に生活上で沿岸域を利用しているという

ことではなく、沿岸域に対して積極的な「働きか

け」がどれだけあるかという点である。例えば、

敷田・横内:

機械的に漁業生産を続ける漁業より、遊びながら

海と対話しているサーファーや遊漁者の方が、優

先されるケースもあり得る。もっと広い意味で

「海の存在がないと困る度合いjが強い利用者の

優先である。

ところで、このような狭い沿岸域の管理では解

決できない問題も確かに存在する。例えば、境界

をまたぐような・問題や、地域外住民の利用が多い

場合の管理である。その問題解決はより広い範囲

の管理主体で取り扱う必要がある。そこで、広域

の管理主体が必要となるが、 2000年アピールでは、

都道府県の範囲で広域沿岸域管理主体を設置する

としている。広域の管理主体は沿岸域に関する計

画や指針策定を担当し、港湾・海岸・水産業など

沿岸域に関する計画もこの管理主体が一元的に進

める。漁業調整委員会や沿岸域に関する各種審議

会も統合している点が2000年アピールの特徴であ

る。さらに狭域管理主体間の仲裁や調整の役目、

また監視や沿岸域に関する調査・研究の機能も広

域管理主体が担う。

広域の管理主体は非営利法人であった狭域の管

理主体とは異なり、都道府県の行政組織の一部で

あり、沿岸域に関する部局を統合して形成するこ

とを想定している。都道府県は国の官庁ほど縦割

りになっておらず、知事の意向次第でかなり実現

性が高いと思われる。

しかし、管理の基本ユニットはあくまでも沿岸

域と密接に関係する狭域管理主体である。そして、

そこで解決できない問題がある場合に限り、広域

管理主体で解決する「補完性の原理」珂)を徹底す

べきである。

このような二重構造を持つことは一見無駄だと

する指摘があるかもしれない。しかし、①沿岸域

は都道府県内においても地域によって状況が大き

く異なる、②日常的な管理には狭域が適している

が、規模の大きい災害や地域問調整などの問題に
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対応するには狭域では不十分である、③地域外か

ら来る利用者は広域でないと解決できない、など

の理由で二重構造の必要性は説明できる。実際、

米国の沿岸域管理では市町村レベルを第一の当事

者としながら、州もリーダーシップをとる方式を

用いているs~危機管理の面でも、制度の不完全
さを補う面でも、沿岸域管理制度にはこのような

「冗長性」が必要であると考えられる。

(7)沿岸域管理計画の作成

沿岸域管理の第一歩は一元的な管理プラン作り

である18)0 2000年アピールで、は広域の沿岸域総合

管理計画を策定し、狭域では沿岸域総合管理計画

の執行計画を策定する仕組みとしている。この点

では、州に実質的な沿岸域管理計画の策定を認め

ている米国型の沿岸域管理と同様の趣旨だと思わ

れる。

また沿岸域総合管理計画策定について国がミニ

マムスタンダードを掲げることを2000年アピール

は示したが、その基準は前述の国家レベルの目標

と連動している必要がある。また基準に達しない

沿岸域総合管理計画は、策定や実施に関して国が

支援しない明確な意思表示が求められる。いずれ

にしても沿岸域管理におけるユニバーサルルール

がここで示される必要があろう。

さらに沿岸域管理は、ひとつの「製品」ではな

く総合的なプランニングやその過程であり、また

地域や沿岸域の状況によって管理に違いがあるの

で、 IS014001(Intemational Organization for Stand-

ardization、国際標準化機構によるenvironmental-

standardscode)の認証取得のように完全なものが

最初からできあがるのではなく、実際には何段階

もの過程を経て完成形に至ると考えられる。また、

沿岸域管理の各段階では不確実性が大きく 19)、計

画の見直しゃ修正に柔軟に対応する必要がある。

そこで、想定する沿岸域総合管理計画も、レピ

7 

ューや評価が必要となる。この点に関しては、

Olsenω が沿岸域管理の発展過程について述べた

中で、評価結果を新たな管理計画に結びつける

「沿岸域管理サイクル」を示しており、沿岸域管

理の発展のカギとなる重要な要素である。 2000年

アピールでは広域の沿岸域総合管理計画の期間を

10年、また狭域のそれは5年を想定しているが、

この期間で管理計画が終了する考え方ではなく、

繰り返しを前提にする必要がある。

(8)沿岸域の生態系管理

最近「生態系管理(エコシステムマネジメント)J

と呼ばれる考え方が、米国の森林管理を中心に提

唱されている61)ω。それは「地域の生態系の多様

性や生産性の持続や回復を導く科学や技術を示す

概念」であり、地域における「協働の仕組みjで

あるω。一方、柿津は生態系管理を「管理のため

の仕組みづくりJと説明している。前者は生態系

のモデルや生態学に、後者はその仕組みづくりに

重点、があるという差はあるが、生態系管理はより

長い期間の管理を目指した自然環境の管理の新た

な方策である。それは単なる古典的資源管理でも

科学的管理でもない、人間と自然とのつき合い方

を根元的に見直すものであると言われているω。

従来までの保全概念からより進んだ、生態系を

持続的に維持する仕組みが注目されるのは、多目

的に利用される環境の保全に特に効果があると期

待されているからである。この点で、多元的利用

(敷田を参照6幻)が前提となっている現在の日本の

沿岸域では、生態系管理の概念の応用に期待が持

てる。

沿岸域管理は、沿岸域環境や生態系の持続可能

な利用を進めるために、沿岸域環境と生態系の保

全(この場合には、柿i畢が述べるように保護も保

全の一部と考える砧))とその利用のバランスをと

る、つまり主体的に管理するという概念である6九
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しかしそれは単なる管理ではなく、賢明な利用

(wise use)であり、沿岸域環境の利用を前提とし

ている。生態系管理では、生態系の要素の中に人

聞が含まれるが削側、それは人間、具体的には人

間の利用が管理対象となることを示している。こ

のように、①人間による環境や生態系の利用も管

理の対象とする、②自律的に保全と利用のバラン

スをとる、③関係者のパートナーシップで解決を

図ろうとする点で、沿岸域管理は陸域で想定され

ている生態系管理の沿岸域での応用になると考え

られる。

また前述したように生態系管理の対象は、環境

や生態系から人間の利用を含めたところにまで拡

大したが、このような対象の拡大は次の段階にス

テップアップする。それは管理の仕組みゃ人間と

環境の関係性の発展、つまり管理のプロセスまで

を対象にする総合的管理への発展である。

図lに示すように、種の保全から生息地ミ生態

系、そして人(利用)、最終的には生態系と人間

による利用と、両者の関わりのプロセスを管理す

る。このように所与の資源(ここでは環境や生態

系と考える)をもとに、その利用やプロセスも含

敷田・横内:

説明することができる。

2000年アピールは沿岸域管理計画でプロセスを

管理しながら、利用と保全のバランスを自律的に

とることを前提にしている点で、生態系管理の沿

岸域版と考えることができる。

3.結論

以上のように、本稿では2000年アピールの持つ

特性を分析し、その評価を試みた。この2000年ア

ピールの特徴を3点に集約すると、まず第Iに、生

態系管理や沿岸域管理に関する科学的知見に基づ

いて作成されたこと。第2に、既存の制度や仕組

みの温存を前提にしなかったこと。そして第3に、

利用者の視点に立ったことである。いずれの点で

も過去の同種の提案にはない特徴が2000年アピー

ルにはある。

第1の生態系管理や沿岸域管理に関する最新の

知見が幅広く2000年アピールに生かされているこ

とは、作成した日本沿岸域学会自体が学際的であ

ることを示している。現在の沿岸域は研究も含め

た多くのことが分野別に進められ、相互の交流も

少なく。、また情報も別々の分野で集められていて

めて総合的にマネジメントしてゆく点では、管理 総合化が遅れていると言われているが制、このよ

よりも「経営」ゃ「やりくりJという表現が適当 うなアピールの成果を見る限り、研究レベルでは

であるかもしれない。 一元的な議論ができる可能性は高い。

そして沿岸域管理が目指す状態とは、持続可能 第2の既得権益の整理は重要な課題である。沿

な利用のために、沿岸域を経営してゆくことだと 岸域の権利設定や慣習は、漁業のように歴史的な

図l 沿岸域管理の管理対象の拡大

ものから、管理者別の海岸管理までさまざまなも

のが入り乱れているが、権利均f複雑に絡み合った

状態は、必ずしも合理的であるとは言い難い。ま

た利用実態と合わない権利は、沿岸域の効率的な

利用を回害する。持続可能でかつ合理的・効率的

な沿岸域管理の実現のためには、この問題の解決

を避けては通れない。この点では2000年アピール

が示したものは大きいと思われる。

もちろん、変革だけが2000年アピールの目的で

J当、
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はないが、よりよい状態を実現するために必要だ

という点から、制度や仕組みを設計している点は

明らかだと思われる。

第3に利用者の視点に立ったことである。従来

は産業的利用が中心であった沿岸域の利用は、非

産業的利用者が中心になってきている7九産業的

な沿岸域利用を否定するものではないが、利用者

を意識した沿岸域管理であることは、ある意味で

当然であり、この点では非産業的利用に管理の重

心を移さざるをえない。ただし、非産業的利用者

だけに優先権を与えるのではなく、非産業的利用

者も産業的利用者も、資源や環境を意識して沿岸

域を賢明に利用する必要を、 2000年アピールは明

確に規定している。

実は、このような利用者中心の管理についての

指摘は、沿岸域だけではなく他分野でも行われて

いる。銀行・証券・保険に複雑に分かれた管理制

度を統合して、利用者中心の管理に改めるべきと

する主張が金融業界でも展開されている7九この

主張は、利用の実態に合わせて合理的に管理する

という点で、沿岸域管理の発想と一致する。沿岸

域では個々の利用に分かれた個別管理の強化よ

り、まず一元的・総合的管理の導入が必要である。

最後に2000年アピールの今後の課題である。そ

れについては、第lにアピールが今後どのように

日本の沿岸域運営の実態に影響を与えてゆくか、

第2~こ沿岸域管理が具体的にどのように発展させ

られるか、第3に2000年アピールを具体化する際

の法的・経済的検討を指摘することができる。

第lの点では、米国の沿岸域管理法の制定に寄

与したと言われるストラットン委員会の報告やヘ

サンフランシスコ湾の沿岸域管理を実現に導いた

と言われるメルスコットの研究が74)、今後の道を

示唆している。 2000年アピールの発想が、沿岸域

環境の破壊の危機の中で、社会的に必要とされて、

変化を引き起こすことは十分考えられるし、そう

9 

する努力が必要であると思われる。

第2の点は、すでにいくつかの研究に認められ

るように75)、沿岸域管理がどのようなメカニズム

で発展するかの研究は始まっており、それを可能

にするきっかけや背景などイネーブラー (enabler)

を具体的に特定し、創造する必要が出てきている。

第3の点では、 2000年アピールでは現在の制度

からの移行措置なども明確にしているが、より具

体化するためには、法律的・制度的な妥当性、地

域経済に与える影響などを検討し、具体化のため

の課題をクリアする必要がある。

以上のように本研究では、 2000年アピールを分

析し、内容の評価を行い、その特性や特徴を現在

の沿岸域管理や生態系管理の知見から明らかにし

た。

現在の日本の沿岸域は、環境面でも利用面でも

多くの問題を内包している。その問題解決と持続

可能な沿岸域利用の実現のためには、明確な意思

を持った対策や行動が必要である。また前述した

ように、最近は沿岸域の重要性を認識した世論が

存在するので、 2000年アピールには一定の社会的

合意が得られていると考えられる。

そこで、次のステップとして、モデル地区での

実施やケーススタデイなどを通して、研究と実践

を融合させた沿岸域管理を実現することが望まし

いと思われる。
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